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あらまし  2007年以降，ワイヤレス電力伝送システムに関する研究・開発が活発化している。ワイヤレス電力伝

送システムでは，システム内の 1次側電力変換器と 2次側電力変換器の回路構成並びに，これらの変換器の駆動方

法がワイヤレス電力伝送システムの特性を決定づける。しかしながら，現在のところ電力変換器を考慮してワイヤ

レス電力伝送システムを設計することの重要性が理解されているとは言いがたい。特に，ワイヤレス電力伝送シス

テムの大容量化を目指すためには，電力変換器の構成や駆動方法を工夫し，損失，放射ノイズ，位置ずれ等の問題

を解決する必要がある。本稿では，著者らがこれまでに行った電力変換器を用いたワイヤレス電力伝送システムの

特性改善手法を一部紹介する。 
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Abstract  Since 2007, wireless power transfer systems have been actively studied. The circuit configuration of the power 

converters and its control dictates the characteristics of the wireless power transfer systems. In present, however, the 

importance of the design considering both the coils and the power converters has not been recognized. Power loss, radiative 

noise and misalignment will be a problem to increase the transmission power of the wireless power transfer system. This paper 

introduces methods for improving performance of the wireless power transfer system using the power converters. 
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1. はじめに  

近年，ワイヤレス電力伝送システムの研究開発が活

発化している [1-4]。一口にワイヤレス電力伝送システ

ムと言っても電磁誘導現象を用いた方式や，マイクロ

波やレーザ，電界を用いたワイヤレス給電など，種々

のワイヤレス電力伝送方式が報告されている [1]。この

中で，既に実用化された実績があり，また，将来的に

電気自動車や鉄道車両へのワイヤレス電力伝送など幅

広いアプリケーションへの適用が期待されているのが

電磁誘導現象を用いたワイヤレス電力伝送システムで

ある。電磁誘導現象を用いたワイヤレス電力伝送シス

テムに限定しても，2007 年から現在に至るまでの間に

著しい数の論文が国内外で発表されている [5]。  

ワイヤレス電力伝送システムは，一般的に数十 kHz

から数十 MHz までの高周波数で電力伝送を行うため，

伝送コイルの 1 次側と 2 次側にはパワーエレクトロニ

クス回路（電力変換器）が必要となる。ワイヤレス電

力伝送の理論検討を行う場合には理想電源や交流負荷

が用いられることが多いものの，実際にはこれらの電

力変換器の回路トポロジーや制御方法によってワイヤ

レス電力伝送システムの特性は大きく変化する。また，

これらの電力変換器で生じる損失はシステム全体で生

じる損失に対して無視できない。したがって，ワイヤ

レス電力伝送システムにおいて電力変換器の回路トポ

ロジー及び制御方法がシステム全体の特性を決定づけ

る。本論文では，ワイヤレス電力伝送システムの大容

量化に伴って生じる損失の増加，放射ノイズ，位置ず

れ対策等の問題に対して，電力変換器を用いてこれら

を改善する手法を紹介する。  

2. ワイヤレス電力伝送システムの開発動向  

2.1. 伝送周波数の推移  

図 1 に電磁誘導現象を用いたワイヤレス電力伝送シ

ステムにおける伝送周波数の年次推移を示す [5-6]。た

だし，ここで図 1(a)は全体，(b)は (a)のうち低周波領域

を拡大した図である。本調査は電気学会，IEEE が出版

した論文誌及び，学会論文集の一部を対象として行っ



 

 
 

 

た。なお，調査対象は 1970 年から 2015 年 9 月までに

出版された論文である。また，理論の提唱や，システ

ム設計，シミュレーション結果のみが記されている論

文は除外しており，電力伝送が実験もしくは実証され

ていることが論文により明確に確認可能である場合の

みを示している。詳細は文献 [5-6]を参照されたい。  

1978 年に米国の J. G. Bolger らが自動車向けワイヤ

レス電力伝送システムを報告している。当時は，1976

年に小信号用 MOSFET が開発されたばかりであり，高

周波の交流を連続的かつ高効率に得る方法が確立され

ていなかった。そのため， J. G. Bolger らは誘導機に機

械的にカップリングした発電機の出力をワイヤレス電

力伝送システムの電源として使用していた。そのため，

伝送周波数として 150Hz から 210Hz という低周波を選

ばざるを得なかった。  

MOSFET の開発を皮切りに，1970 年後半から徐々に

ワイヤレス電力伝送の電源として使用可能な半導体ス

イッチングデバイスが開発され始める。例えば 1976

年に開発された MOSFET は徐々に高耐圧化，大容量可

が進められ，1984 年には Non-latch-up IGBT が発明さ

れた。また，この頃にはパワートランジスタの高耐圧

化・大容量化も進められたこともあり，1990 年からこ

れらの半導体スイッチングデバイスを用いたワイヤレ

ス電力伝送システムが報告され始める [8-9]。2000 年頃

までの約 10 年間はこのように 10kHz から 100kHz 程度

の周波数を用いたワイヤレス電力伝送が主流であった。 

と こ ろ が ， 2007 年 に Massachusetts Institute of 

Technology (MIT)の A. Kurs らが 9.9MHz もの高周波で

ワイヤレス電力伝送のデモンストレーションを行った

ことを境に，状況が一変する [10]。A. Kurs らは当初結

合モード理論を用いて現象を説明しており，電磁誘導

現象を用いたワイヤレス電力伝送方式とは異なる技術

であると認識されたため，多くの研究者が ISM 帯であ

る 6.78MHz と 13.56MHz を用いた研究に取り組み始め

た。しかしながら，その後の研究により MIT が報告し

た技術は電磁誘導方式の一種であることが示されてい

る [11]。そのため現在ではワイヤレス電力伝送システ

ムの小型軽量化を狙うアプリケーションにておいて限

定的に高周波伝送が行われている。  

これまで述べたように，数 MHz 以上の周波数がワイ

ヤレス電力伝送で使用されることは稀であり，数十

kHz から数百 kHz での電力伝送が一般的である。  

2.2. 電力変換器の構成  

図 2 にこれまで電気学会及び IEEE の論文誌及び一

部の国際会議において報告されたワイヤレス電力伝送

システムの開発動向を示す [5-6]。図 2(a)はワイヤレス

電力伝送システムの 1 次側電力変換器に着目した分類，

図 1(b)は 2 次側電力変換器に着目してプロット記号を

分類している。  

ワイヤレス電力伝送システムは数十 W から数十 kW

までの広い範囲で開発が進められている。車両向けワ

イヤレス電力伝送システムに着目すると，これまでは

乗用自動車向けとして 3kW から 7.7kW までのワイヤ

レス電力伝送システムが多く報告されていたが，近年

は大容量化の要求が強く，バスやトラックなどの大型

自動車に向けて 52kW のシステムが開発されるなど，

年々大容量化が進んでいる。これに伴って数 kHz から

数十 kHz の周波数帯が用いられはじめている。図 2 に

示したとおり，これらの周波数帯では線形増幅器では

なくスイッチングを用いた電力変換器が主に用いられ

る。特に 1 次側電力変換器としてはフルブリッジイン

バータ，2 次側電力変換器としてはフルブリッジ整流

器が多く用いられる。  

3. 大容量ワイヤレス電力伝送システムにおけ

る課題  

図 3 に一般的なワイヤレス電力伝送システムの回路

構成を示す。第 2 章で述べたように，ワイヤレス電力

伝送システムにおいて電力変換器の役割がますます重

要化している。本章では，ワイヤレス電力伝送システ

ムの大容量化に伴う課題と，その解決が可能な電力変

換器の回路構成・制御方法について議論する。  

3.1. 損失  

大電力のワイヤレス電力伝送システムでは，伝送効

率のみならず，伝送コイルの前段及び後段に接続され

た電力変換器の効率を高めることも重要となる。例え
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(a) 全周波数領域  
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(b) 低周波領域  

図 1 ワイヤレス電力伝送システムにおける

伝送周波数の年次推移（電磁誘導方式）  



 

 
 

 

ば，3.3kW のワイヤレス電力伝送システムにおいてシ

ステムの効率が 90%だとすると，330W が熱エネルギ

ーに変換されることとなる。これは，伝送効率が低い

という直接的な問題だけではなく，システムを冷却す

るための冷却装置の大型化をまねく。  

これまでワイヤレス電力伝送システムの効率を評

価する指標として結合係数 k と共振の鋭さ Q の積から

なる kQ 積が広く用いられてきた。例えば，文献 [12]

では 1 次側直列 /2 次側直列共振方式 (S/S)方式ならびに，

1 次側直列 /2 次側並列共振方式 (S/P)において伝送効率

が (1)式で示されることを示している。ただし，ここで

max は最大伝送効率であり，伝送コイルの巻線で生じ

る損失のみを考慮したものである。また，1 次側コイ

ルと 2 次側コイルの自己インダクタンス及び等価直列

抵抗 r は等しいものとする。  

kQ

2
1

1
max



  ············································· (1) 

しかしながら，kQ 積を用いてシステムの効率を議論

するには下記の問題がある。  

1. 同出力電力での評価でない  

伝送効率が (1)式で計算される場合，すなわち伝送効

率が最大となるときの出力電力 Pout_maxを (2)式に示す。

ただし，ここで V1 は 1 次側電源電圧である。なお，kQ

積が十分大きい時， (2)式の近似が成立する。  
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高い kQ 積をもつ伝送コイルを用いたワイヤレス電

力伝送システムは高効率であるとされてきた。この説

明は一部正しいものの，前提条件が説明されていない

ことが多い。kQ 積が大きい場合には，最大伝送効率は

高くなる。しかしながら，出力電力が等しいことが担

保されていない。 (2)式から明らかなように， kQ 積が

変化するとシステムの出力電力も同様に変化する。異

なる出力電力をもつシステムの最大効率を比較・議論

しても無意味であることは明白である。ワイヤレス電

力伝送システムの最大の目的は，ある入力電圧から，

所望の電力を供給することにある。たとえL を大きく

することで効率が最大となるからといって所望の電力

を伝送できないのでは意味が無い。  

なお，(2)式よりシステムを大容量化するためには伝

送コイルインピーダンスL を低下させる必要がある。

しかしながら，電流値が増加することにより近接効果

および表皮効果の影響が増大するため，等価直列抵抗

r が増加し，高 Q 値を維持するのは困難である。  

2. 鉄損が未考慮  

数十 kHz の伝送においては結合係数を高めるため伝

送コイルに磁性体を用いるのが一般的である。kQ 積を

用いて伝送効率を表した (1)式では巻線の銅損（巻線イ

ンダクタンスに直列に挿入される抵抗で生じる損失）

のみを考慮している。一方，鉄損はトランスの T 型等

価回路において，励磁インダクタンスに直列に挿入さ

れる鉄損抵抗で表される。したがって，鉄損が無視で

きない場合には kQ 積から導出した効率式は実験結果

と一致しない。文献 [13]では磁気抵抗の試験的な同定

方法を示しており，この鉄損抵抗を考慮した伝送効率

と試験結果が良好に一致していることを示している。  

3. 変換器の損失を考慮していない  

Q 値を上げるため伝送周波数を高周波化する例が見

られる。伝送効率のみの議論で言えば，巻線抵抗の増

加割合よりもL の増加割合が大きいのであれば，最高

効率は改善される。しかしながら，伝送周波数を闇雲

に高くすることは電力変換器で生じる損失を増加させ

ることを意味する。  

一般的には電力変換器で生じるスイッチング損失

はスイッチング周波数（多くの場合スイッチング周波

T
ra

n
sm

is
si

o
n

 p
o

w
er

 [
k

W
]

Transmission frequency [kHz]

Full bridge inverters

Half bridge inverters

Amplifiers

Others

Not mentioned

1 10 100 1000 10000 100000
0.01

0.1

1

10

100

 
(a) 1 次側電力変換器による分類  
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 (b) 2 次側電力変換器による分類  

図 2 ワイヤレス電力伝送システムにおける伝送周

波数と伝送電力の関係  
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図 3 一般的なワイヤレス電力伝送システムの構成  



 

 
 

 

数は伝送周波数に等しい）に比例して増加する。変換

器の損失はシステム全体の損失に対して無視できず，

kQ 積での効率の議論は十分でない。  

上記の理由から，kQ 積を用いたワイヤレス電力伝送

システムの効率評価は十分ではなく，電力変換器を含

めてシステム全体の損失を考慮しながら設計を行う必

要がある。  

3.2. 寄生パラメータの影響  

大容量化に伴い，寄生パラメータの影響が相対的に

大きくなる。これらの受動要素の影響はシステムのパ

ーセントインピーダンス (%Z)を用いて表すとシステ

ムの容量が異なる場合でも，同じ基準で寄生パラメー

タ等の影響を評価できる。%Z は定格電圧 Vn と定格電

流 In からなる定格インピーダンス Zn ( = Vn / In)に対す

る，回路要素のインピーダンス（例えば配線インダク

タンスのインピーダンス Z = L）の比%Z = Z / Zn であ

る。例えば電流定格 In を 10 倍にすると，定格インピ

ーダンスが元のシステムの 1/10 となるため，配線イン

ダクタンスの%Z が 10 倍となる。すなわち，その配線

インダクタンスで生じる電圧降下が 10 倍となる。シス

テムの大電流化を行った場合，このように定格インピ

ーダンスが小さくなるため，寄生パラメータの影響を

受けやすい。また，大電流化に対応するために巻線径

を大きくしたとしても，実際には巻線抵抗 r の低減に

は制限があることが多く，大容量のシステムではこれ

らの巻線による電圧降下が無視できない。  

3.3. 位置ずれ対策  

一般に，ワイヤレス電力伝送システムについて効率

の議論をする場合，共振パラメータが設計値に一致し

ていることを前提とする。例えば，S/S 方式では共振

周波数において自己インダクタンスと共振コンデンサ

が共振するようパラメータが決定される。しかしなが

ら，伝送コイルの位置ずれが発生した場合，1 次側伝

送コイルと 2 次側伝送コイルの位置関係が変化し，磁

気抵抗が変化する。これにより巻線の自己インダクタ

ンスが変化する。つまり，共振周波数と伝送周波数が

異なる。  

また，共振に用いるコンデンサも公称値から 10%か

ら 20%程度のばらつきを有しているのが一般的である。

このように，共振周波数と伝送周波数に誤差が生じる

と，共振コンデンサで漏れリアクタンスを補償できな

くなるため，巻線のインダクタンスにおいて大きな電

圧降下が生じ，所望の出力電力を得ることができなく

なる。特に共振の鋭さ Q値が高いシステムにおいては，

このばらつきの影響が無視できず，システムの効率を

大きく低下させる。さらに，大容量のワイヤレス電力

伝送システム特有の問題として，共振コンデンサの大

型化がある。これはコンデンサの端子間電圧が共振に

より高圧となることに加え，全負荷電流がコンデンサ

を通流するため，高耐圧かつ電流リプル許容値の大き

なコンデンサを選定しなければならないためである。  

図 4 に上記の問題を解決するため著者らが提案して

いる非共振形ワイヤレス電力伝送システム [14]を示す。

本システムは共振を用いずに電力伝送を行うため，共

振パラメータが変動した場合においても，高い伝送効

率を維持することが可能である。共振を用いないワイ

ヤレス電力伝送システムでは，無効電流の増加に伴い

変換器のスイッチング損失と導通損失，巻線の銅損が

増大する問題がある。そこで，本システムでは Dual 

active bridge (DAB)コンバータ [15-16]の動作を参考に

して 1 次側電力変換器と 2 次側電力変換器間に位相シ

フト制御を導入することで，無効電流が大きい場合に

もゼロ電圧スイッチングを実現することで変換器にお

いて生じるスイッチング損失を低減する。なお，銅損

と導通損失については巻線の並列化やオン抵抗の低い

スイッチングデバイスの並列化により低減する。  

図 5 に DAB コンバータ動作を応用したワイヤレス

電力伝送システムの動作波形を示す。図 5(a)がバッテ

リ充電時の動作，図 5(b)がバッテリ放電時の動作であ

る。1 次側交流電圧に対して 2 次側交流電圧が位相遅

れの場合，パワーフローはバッテリ充電方向となり，

反対に 1 次側交流電圧に対して 2 次側交流電圧が位相

進みの場合パワーフローが反転する。実験結果より，
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図 4 DAB コンバータ動作を応用したワイヤレス電

力伝送システム  
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図 5 DAB コンバータ動作を応用したワイヤレス電

力伝送システムの動作波形  



 

 
 

 

双方向に電力フローを制御可能であることが分かる。

巻線には方形波状の電流が流れるがこの電流により 1

次側インバータと 2 次側インバータはゼロ電圧でスイ

ッチングする。なお，結合係数 0.4 の時の最高効率

(DC-to-DC 効率 )は 92.6%である。  

3.4. 放射ノイズ 

ワイヤレス電力伝送システムでは伝送コイルに通

流する電流によって周辺に放射磁界が生じる。ループ

コイルに通流する電流に比例することが知られており，

大電力化に伴って放射されるノイズは増加する。製品

化を考慮した場合，これらの製品は高周波利用設備と

して扱われるため，製品化にあたって規制値を満足し

なければならない。  

図 6 に現在議論されている国内の自動車向けワイヤ

レス電力伝送システムの放射磁界強度の規制値を示す。

85kHz 帯を用いた自動車向けワイヤレス電力伝送シス

テムでは CISPR が定めた規制値に対して，一部の周波

数帯において規制値が緩和される見込みである [17]。  

これまで，放射ノイズの抑制手法が種々提案されて

いる [18-22]。文献 [18]では，伝送コイルの周囲に磁性

体や金属を設置することで，放射磁界の抑制を目指し

ている。文献 [19]では 3 相のワイヤレス電力伝送シス

テムを適用することで互いに放射ノイズを打ち消し，

抑制する手法を提案している。また， 2 組の伝送コイ

ルの位置を調整し，かつ逆相で電力を伝送することで

放射ノイズを抑制する手法も提案されている [20]。し

かしながら，これらの手法では追加の磁性体や金属，

また追加の伝送コイルが必要となるため，システムの

小型化や低コスト化の妨げとなる。  

図 7 に著者らが提案しているスペクトラム拡散を用

いたワイヤレス電力伝送システムのシステム構成と制

御ブロック図を示す [21-22]。提案手法は，伝送周波数

を 79kHz から 90kHz の周波数範囲内で毎周期ランダム

に変化させることで，伝送コイルに通流する電流のス

ペクトラムを周波数領域上で分散させ，放射ノイズの

ピーク値を抑制する。なお，伝送周波数は M 系列を用

いた擬似乱数に基づいて選択される。  

図 8 にスペクトラム拡散を適用した場合の動作波形，

図 9 に 1 次側コイルを通流する電流の高調波解析結果

を示す。それぞれ (a)は従来法であり一定周波数で駆動

した場合，(b)(c)が伝送周波数をランダムに変化させた

場合の結果である。なお，(b)は均一な確率分布から伝

送周波数を選択した場合，(c)が伝送コイルのインピー

ダンスを考慮して確率分布にバイアスを与えた場合の

結果である。  

実験結果より，スペクトラム拡散を適用することで

伝送コイルを通流する電流の最大値を低減可能である

ことを確認した。  

4. まとめ  

本稿では，ワイヤレス電力伝送システムに使用され

る電力変換器の回路構成及び駆動方法に着目し，これ

らの回路構成や駆動方法を工夫することでワイヤレス

電力伝送システムの特性を改善する手法を紹介した。

ワイヤレス電力伝送システムの高性能化のためには，

伝送コイルの特性のみを考慮するのではなく，電力変

換器の回路構成と駆動方式を考慮してシステム全体を

一括して設計する必要がある。  
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図 8 スペクトラム拡散適用時の動作波形  
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図 9 スペクトラム拡散適用時の 1 次側電流高調波  


